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出入国在留管理庁は 2022 年 7 月の外国人観光客数が 7903 人だったと発表した。今年の 6 月 10 日

から旅行業者等を受け入れ責任者とする添乗員付きパッケージツアーによる外国人観光客の受け入れ

が再開されたが、コロナ前の 2019年の月間平均観光客数は 235万人であり、それと比べると現在の観

光客数は極めて少ない。観光客については、旅行業者等を受け入れ責任者とする添乗員付きパッケー

ジツアーに限定していることが訪日の高いハードルとなっているが、日本は、観光目的に限らず、海

外からの入国者・帰国者に対する一般的な水際対策が国際的にみて厳しい。 

9月 7日から水際対策が一部緩和される。内容は、「有効なワクチン接種証明書があれば、出国前 72

時間以内の検査証明の提出が必要なくなること」、「1 日当たりの入国制限が 2 万人から 5 万人に引き

上げられること」、「すべての国を対象に添乗員を伴わないパッケージツアーによる入国を可能にする

こと」である。 

一部水際対策が緩やかになることが決定されたが、諸外国に比べると依然として厳しい。現在の日

本の水際対策の特徴は、国・地域を「青」、「黄」、「赤」の 3色に分類し、どの色の国・地域から日本

に入国したかによって異なる対応をしていることだ。 

 

これまでの日本の水際対策

滞在していた国・地域の区分 有効なワクチン接種証明書 出国前検査 到着時検査 待機

青 問わない × ×

あり × ×

なし ○ 自宅又は宿泊機関3日間

あり ○ 自宅又は宿泊機関3日間

なし ○ 施設3日間

新しい日本の水際対策（9/7以降）

滞在していた国・地域の区分 有効なワクチン接種証明書 出国前検査 到着時検査 待機

青 問わない × ×

あり × ×

なし ○ 自宅又は宿泊機関3日間

あり ○ 自宅又は宿泊機関3日間

なし ○ 施設3日間

（資料）厚生労働省
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「青」の場合、ワクチンを 3回接種していることが確認できる証明書（以下、ワクチン接種証明書）

は必要なく、到着時検査と待機も必要ない。「黄」の場合は、ワクチン接種証明書があれば、到着時検

査と待機は必要ないが、ワクチン接種証明書がなければ、到着時検査をうけたのち、自宅又は宿泊機

関で 3日間待機となる。「赤」の場合、到着時検査を受けたのち、ワクチン接種証明書があれば、自宅

又は宿泊機関で 3日間待機、ワクチン接種証明

書がなければ施設で 3日間待機となる。また、

「青」、「黄」、「赤」のいずれの場合でも出国前

検査（出国前 72 時間以内に検査）での陰性証

明が必要となる。現在の国・地域の指定数（9月

1日現在）は「青」が 102、「黄」が 97、「赤」

が 2 となっている。なお、コロナ前の 2019 年

の入国者数上位 20 ヵ国の分類をみると、ベト

ナム、インドは「黄」に属するものの、それ以外の 18ヵ国は「青」に分類されている。 

G7のアメリカ、カナダ、フランス、イギリス、イタリア、ドイツの水際対策はどうなっているだろ

うか。イギリス、イタリア、ドイツはワクチン接種証明書が不要で、出国前・到着時検査、待機も必

要ない。水際対策を実施しておらず、完全にコロナ前と同じ受け入れ態勢をとっている。アメリカ、

カナダ、フランスはワクチン接種証明書があれば、出国前・到着時検査、待機は必要ない。 

ワクチン接種証明書がない場合、アメリカでは到着後 3 日から 5 日以内に検査を受けることと、5

日間の自主隔離が求められる。カナダでは年齢により扱いが異なり、12歳以上の場合は、農業または

食品製造業等のごく限られた必要不可欠な目的に限り入国可能で、出国前・到着時検査（到着時と到

着から 8日目）、14日間の自主隔離が求められる。5歳から 11歳は、ワクチン接種が完了した渡航者

に同伴される場合に限り入国可能で、検査は必要ないが公共の場所でのマスク着用が 14 日間求めら

れる。5歳未満は検査、隔離ともに求められない。フランスは入国前 72時間以内にした PCR検査又は、

入国前 48時間以内にした抗原検査の陰性証明が求められ、到着時検査、待機は求められない。 

 

日本を除くG7の水際対策

出国前検査 到着時検査 待機 観光

× × ×

× ○ 自主隔離5日間

× × ×

12歳以上 必要 ○ 自主隔離14日間

５～11歳 × × マスク着用14日間

5歳未満 × × ×

× × ×

必要 × ×

イギリス

イタリア

ドイツ

× × ×

（出典）外務省海外安全ホームページ、在イタリア日本国大使館、在ドイツ日本国大使館、在英国日本国大使館

○

問わない

有効なワクチン接種証明

なし

アメリカ

フランス

カナダ

あり

なし

あり

あり

なし

2019年の入国者数上位20ヵ国の区分

青

中国、韓国、台湾、中国（香港）、

米国、タイ、フィリピン、オーストラリア、

ベトナム、マレーシア、シンガポール、

英国、インドネシア、カナダ、フランス、

ドイツ、イタリア、スペイン、ロシア

黄 ベトナム、インド

（資料）厚生労働省
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G7の国々は出国前検査が必要なく、外国人観光客への制限を課していない。しかし日本の現行の水

際対策では、ワクチン接種証明書を持っていたとしても、出国前検査が必須で、外国人観光客につい

ては「青」に該当する国・地域からきた添乗員付きのパッケージツアーのみを受け入れ可能としてい

る。この厳しい水際対策が 9月 7日から緩和される。緩和後は、ワクチン接種証明書があれば出国前

検査は必要なくなり、外国人観光客は、すべての国を対象に添乗員なしのパッケージツアーでの受け

入れが可能となる。しかし、色による区分は継続となり、外国人観光客の訪日条件は、パッケージツ

アーのみという条件は残ったままだ。 

アジアの水際対策をみてみると、中

国、台湾など一部厳しい水際対策を実施

している国・地域があるものの、基本的

に規制は緩やかだ。最も規制の緩やかな

ベトナムはワクチン接種の有無や回数

は入国の条件として規定しておらず、観

光客も受け入れている。それ以外の国・

地域でも、ワクチン接種証明書があれば

観光目的で入国できる国がほとんどで

あり、水際対策はまだ撤廃されていない

が、観光客への対応は日本と比べて緩や

かだ。 

日本の現行の水際対策では旅行事業者等を受け入れ責任者とする添乗員付きパッケージツアーとい

う条件を付けており、「青」に該当する国・地域からしか観光客を受け入れていないが、9月 7日以降

は、すべての国を対象に添乗員なしのパッケージツアーのみの入国が可能となった。対象国がすべて

の国となり、添乗員が必要なくなったが、パッケージツアーという条件が残っており、アジアの国・

地域と比べてまだ観光客への対応は厳しいと言える。 

水際対策が他国と比べて厳しくとも、ビジネス目的や留学目的で訪日する外国人は目的地を日本か

ら変更することは少ないかもしれない。しかし、観光客の多くは日本の水際対策による検査や隔離を

受けたくなければ、目的地を変更するだろう。したがって、水際対策によって日本に訪れる人数に大

きな影響を及ぼすのは観光客だろう。厳しい水際対策に加えて、観光客への制限もあるため、日本の

外国人観光客数は回復が遠のいている。コロナ前の 2019年の新規入国外国人をみると、観光客の割合

が 91％と圧倒的に高く、観光客数の回復がインバウンド需要の回復に直結する。 

G7 各国における新型コロナウイルスの 100 万人当たりの新規感染者数推移を 7 日移動平均でみる

と、日本が G7の中でも感染者数を低位で保っていた。しかし足元では世界一の水準となっている。世

界保健機関（WHO）の発表によると 8 月 22 日から 8 月 28 日の 1 週間の集計で日本の新規感染者数が

125万 8772人となり、6週連続で世界最多1となった。このような状況下のため、水際対策の意義は薄

れている。水際対策は海外から感染者が流入し、国内で感染が拡大することを防ぐために実施するも

 
1 全数把握を中止した国があることに留意が必要 

アジアの水際対策

ワクチン接種証明 観光 日本の水際対策

ベトナム 不要 ○

マレーシア ○

インドネシア ○

フィリピン ○

シンガポール ○

韓国 ○

ラオス ○

香港 ○

タイ ○

ブルネイ ○

インド ○

中国 ×

台湾 原則入国禁止 ×

（資料）外務省海外安全ホームページ

必要
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のだからだ。 

政府は、これまで感染拡大のたびに何らか

の行動制限を実施していたが、今回の第 7波

では、特別な行動制限が実施されておらず、

国として感染対策と社会経済の維持を両立

する方向へ舵を切ったと考えられる。 

8 月 24 日の会見で岸田首相は、「水際対策

については G７並みの円滑な入国が可能とな

るよう、内外の感染状況やニーズ、主要国の

水際対策などを勘定しながら、段階的に緩和を進めていくという方針」だと述べた。しかし、現在決

定されている水際対策及び外国人観光客の訪日条件は G7の国々と比べて厳しい。 

9月 7日から一部水際対策が緩和され、ワクチン接種証明書があれば、出国前 72時間以内の陰性証

明は必要なくなること、入国者数の上限を 2万人から 5万人に引き上げること、外国人観光客の訪日

条件を、水際対策における「青」の国・地域からの、添乗員付きのパッケージツアーのみとしていた

ところから、すべての国から添乗員なしのパッケージツアーによる受け入れが可能となることが発表

された。 

入国者全員に課していた出国前検査が、ワクチン接種証明書があれば不必要となること、外国人観

光客の受け入れが水際対策の区分の「青」に該当する国・地域のみだったものがすべての国となり、

添乗員の条件が外されたことは評価できる。一方で、色による区分と外国人観光客がパッケージツア

ーのみでの受け入れということは依然として残ることとなった。国際的な人の往来再開やインバウン

ドの回復を実現していくためにはこれらは大きな障害となるだろう。 

新型コロナウイルス感染症を完全に封じ込めることは困難である。このまま厳しい水際対策を継続

するのではなく、感染症対策や医療体制の整備を徹底した上で、水際対策及び外国人観光客の訪日条

件をさらに緩和し、国際的な人の往来の再開、インバウンドの回復を目指すべきだろう。 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供が目

的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 


